
 

《ⅱ 日常生活の安心感を高める》 

 1.食品の安全性の向上 
 

１ 食品健康危害防止の推進 

食品関係団体等の自主的な衛生活動を強化し，営業者の衛生意識の向上を図るとともに，  

ＨＡＣＣＰシステムによる衛生管理手法を普及し，営業者の自主管理を促進する。 

また，食品関係団体，食品関係部局等との連携を強化して，食品の安全確保体制の強化を図

るとともに，食品安全条例に明記された不良食品をなくすための取り組みについて普及推進を

図り，食品による健康被害の未然防止を推進する。 

 

(１) 事業者の自主衛生管理の促進（平成 8年度開始 令和 2年度予算：6,332 千円 市単独） 

  【事業の目的･内容】 

    衛生講習会等を実施し，食品営業者や食品衛生責任者等の資質向上を図るとともに，食

品関係団体の活用により事業者の自主的活動を活性化させ，食品営業施設の自主管理の徹

底など衛生水準の向上を図る。 

    根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

食品衛生法，食品衛生法第５０条第２項の基準を定める

条例，食品安全条例 
生活衛生課食品衛生グループ

 

《実 績》 

① 食品営業者衛生講習会の実施 

 学校等給食関係 一般営業者関係 

開催回数 １０ ２５

受講者数 ８２０ ８６６

②（社）栃木県食品衛生協会に対する委託事業の実施 

食品衛生責任者講習会の実施状況 

 養成講習会 再教育講習会 

開催回数 １１ １９

受講者数 ５１５ １，３１４

③ 食品衛生推進員活動状況 

食品衛生推進員委嘱人数 ６

活動報告件数 ２７８

④ 食品安全講演会の実施 

講演内容 参加者数 

・食中毒を防ぐには （講師：東京サラヤ（株）） 

・ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理のメリットについて 

 （講師：公益社団法人日本食品衛生協会） 

１１７ 



 

⑤ ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理導入施設数(令和２年３月３１日現在） 

 

 

  ⑥ＨＡＣＣＰ導入支援講習会の実施 

   平成３０年６月に改正食品衛生法が公布され，原則として全ての食品事業者にＨＡＣＣ

Ｐに沿った衛生管理が義務化されることから，市内食品事業者が円滑にＨＡＣＣＰの導入

ができるよう講習会を開催した。 

 

 

 

 

(２) 食品の安全確保に関する体制整備と連携強化 

（平成 15年度開始 令和 2 年度予算：360千円 市単独） 

【事業の目的･内容】 

食品の安全確保対策にかかる消費者・学識経験者・関連事業者等による検討や意見交換，

関係行政機関・関係団体の情報交換・連携強化を図るための会議・委員会を開催する。 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

食品衛生法，食品安全基本法，食品衛生法第５０条第２

項の基準を定める条例，食品安全条例 
生活衛生課食品衛生グループ

   

《実 績》 

① 食品の安全確保に関する会議の開催状況 

会議等の名称 概     要 開催状況 

食品安全 

団体連絡会議

目的：食品関係団体の情報交換等連携強化によ

る食品安全確保対策の推進 

構成：食品関係団体（消費者団体，生産者団体，

流通加工者団体１２団体及び宇都宮市） 

令和元年７月１７日 

食品安全 

懇話会 

目的：食品安全確保に係る方針や計画等の検討

及び施策への反映 

委員：消費者，学識経験者，食品関連事業者等

１９名 

令和２年３月 

※新型コロナウイルス

感染防止の観点から書

面により意見徴収 

② 食品の安全確保のための行動計画・監視計画の策定 

方針・計画の名称 概                要 

宇都宮市食品安全

推進計画 

趣旨：生産から消費に至る幅広い視野に立った食品の安全確保を図

るため策定した『第３次宇都宮市食品安全推進計画（平成３０

年度策定（令和５年度まで５か年計画））』に基づき，年度ごと

の実施事業・目標を設定し，計画的に実施する。 

宇都宮市食品衛生

監視指導計画 

趣旨：食品の安全を確保し，市民の健康保護を図るため，食品衛

生法第２４条の規定に基づき，監視指導の計画を策定し，食

品・施設の危害度に応じた効率的かつ効果的な監視指導を計

画的に実施する。 

 

内容 開催回数 参加者数 

ＨＡＣＣＰ業種別説明会，出前講座， 

食品衛生責任者再教育講習（再掲） 
６２ ４，２９９ 

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

３６ ４２ ４９ 



 

(３) 食品健康被害の未然防止の推進 

（平成 8 年度開始 市単独 予算：２（１）「食品衛生監視指導の充実」にて計上） 

【事業の目的･内容】 

食中毒等の健康被害や不良食品の流通等が発生した場合の拡大防止措置，原因究明等を

迅速かつ的確に行うとともに,食品安全条例に基づく，以下の制度により不良食品の排除等

を一層促進する。 

 

・ 自主回収届出制度・・・事業者自ら不良食品を迅速かつ適切に排除できるしくみ 

・ 危害情報申出制度・・・市民自ら危害情報を申出し，行政対応を求めるしくみ 

・ 安全性調査制度・・・・効果的な調査を実施し必要な勧告等措置ができるしくみ 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

食品衛生法，食品安全条例 生活衛生課食品衛生グループ

  

《実 績》 

① 自主回収の届出報告（平成２０年度開始） 

 

 

 

② 不良食品等の届出及び調査の実施 

区     分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

不良食品に 

関すること 

腐敗・変敗に関すること 9 11 6

異物混入に関すること 49 60 40

表示に関すること 3 12 3

容器包装に関すること 0 0 0

有症苦情 40 65 40

その他 33 7 24

施設に関する

こと 

衛生に関すること 17 14 4

そ族昆虫に関すること 0 3 1

施設からの排水に関すること 0 0 1

その他 5 17 13

合  計 156 189 132

③ 食中毒の発生及び調査の実施 

令和元年（１月～１２月）食中毒発生状況 

発生日 
喫食 

者数 
患者数 死者数 原因食品 原因物質 

原因 

施設 

摂取 

場所 

10/2 1 1 0 刺身盛合せ アニサキス 販売店 家庭 

計 1 1 0     
 

年  度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

届出報告件数 ８ ５ １ 


